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本
市
職
員
の
給
与
の
実
態
に
つ
い
て
は
、
市
議
会
に
お
け
る

予
算
及
び
給
与
条
例
審
議
の
際
に
も
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
ま
す

が
、
今
年
度
も
市
民
の
皆
さ
ん
に
一
層
の
ご
理
解
を
い
た
だ
く

た
め
、
そ
の
あ
ら
ま
し
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

ま
た
、
市
の
職
員
数
に
つ
い
て
は
条
例
で
定
め
ら
れ
て
い
る

と
こ
ろ
で
す
が
、
増
大
す
る
行
政
ニ
ー
ズ
に
こ
た
え
る
た
め
、

必
要
な
職
員
数
を
確
保
し
つ
つ
も
、
簡
素
で
効
率
的
な
行
政
運

営
を
心
掛
け
、
適
正
な
定
員
管
理
を
行
っ
て
い
か
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
も
の
と
考
え
て
い
ま
す
。
皆
様
の
一
層
の
ご
理
解
を
い

た
だ
く
た
め
、
職
員
数
の
状
況
及
び
定
員
適
正
化
計
画
に
つ
い

て
も
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

（参考）
11年度の人件費率

人件費率
(Ｂ/Ａ)

人件費
　　Ｂ

実質収支歳出額
　　Ａ

住民基本台帳人口
（13.3.31現在）区分

％
17.8

％
18.7

千円
3,058,123

千円
411,895

千円
16,329,821

人
41,015

12
年度

（1）人件費の状況（普通会計決算）

（注）１．人件費とは、一般職・特別職に支給される給与、共済負担金、退職手当負担金、災害補償費などである。

（2）職員給与費の状況（普通会計の当初予算）

（注）１．職員手当には退職手当を含まない。　 ２．特別職に支給される給与、報酬は含まない。

一人当たり
給与費
（Ｂ/Ａ）

給　　　与　　　費職 員 数
　　 Ａ区分

計　Ｂ期末･勤勉手当職員手当給　料

千円
5,992

千円
2,265,069

千円
631,745

千円
169,823

千円
1,463,501

人
378

13
年度

（3）特別職の報酬等の状況（平成13年４月１日現在）

期　　末　　手　　当給料月額等区　分
（支給割合）
２.０５月分
２.１５月分
０.５５月分
４.７５月分

（支給月）
６月期
12月期
３月期
計

給　料　553,000 円市　長

　〃　　465,000 円助　役

　〃　　382,000 円収入役
（支給割合）
１.４５月分
１.６　月分
０.５５月分
３.６　月分

（支給月）
６月期
12月期
３月期
計

報　酬　456,000 円議　長

　〃　　385,000 円副議長

　〃　　362,000 円議　員

（4）職員の初任給の状況（平成13年４月１日現在）

国宮　　城　　県白　　石　　市
区　分 採用2年経過日

給料額決定初任給採用2年経過日
給料額決定初任給採用2年経過日

給料額決定初任給

188,900円174,400円190,125円176,865円188,900円174,400円大学卒
一般行政職

151,800円141,900円153,758円142,838円151,800円141,900円高校卒

（5）職員の平均給料月額・平均給与月額及び平均年齢の状況（平成13年４月１日現在）

技能労務職一般行政職
区　　　　分

平均年齢平均給与月額平均給料月額平均年齢平均給与月額平均給料月額

46.11歳293,426円274,100円40.00歳390,574円334,977円白　石　市

48.07歳387,583円341,461円40.06歳422,986円342,981円宮　城　県

47.09歳―289,315円39.09歳―326,106円国

（注）１．平均給与月額は、平均給料月額に扶養手当、通勤手当、住居手当、管理職手当、時間外勤務手当、特殊勤務手当などを加えたものである。
　　 ２．平均年齢の小数点以下は月数を表す。　　　３．国における平均給料月額及び平均年齢は平成12年４月１日現在である。
　　 ４．国における平均給与月額は公表されていない。

（6）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況
　　　　　　　　　　　　　　　（平成13年４月１日現在）

経験年数20年経験年数15年経験年数10年区　　　　分

386,600円331,200円277,800円大学卒
一般行政職

331,200円286,300円211,300円高校卒

（8）一般行政職の昇給期間短縮の状況
比　　率
（Ｂ/Ａ）

昇給期間を短縮して
昇給した職員数　Ｂ

職員数
　　Ａ区　分

14.9％34人228人12年度

15.0％35人234人11年度
（注）経験年数は、採用前に民間企業などに勤務した期間がある場合にはその期間を換算し、

採用後の勤務期間に加算した年数である。

（7）一般行政職の級別職員数の状況（平成13年４月１日現在）

計１　級２　級３　級４　級５　級６　級７　級８　級９　級区　　分

主事
技師
書記

主事
技師
書記

主事
技師
書記

係長
主査
主任

係長
主査
主任

課長補佐
次長･主幹
所長

課長補佐
次長･主幹
所長

課　長
局　長

部　長
標準的な
職務内容

228人７人17人42人26人32人41人42人17人４人職員数

100.0％3.1％7.5％18.4％11.4％14.0％18.0％18.4％7.5％1.8％構成比

100.0％3.0％8.5％18.4％12.0％13.7％20.9％14.1％7.7％1.7％１年前の
構成比参

考 100.0％4.7％12.4％12.7％17.1％23.3％11.3％9.8％7.3％1.5％５年前の
構成比

白 石 市 職 員 の 給 与
定員管理等のあらまし

平成13
年度�

（注）１．市長、助役、収入役の給料は、本来の給料より各40万円、30万円、30万円減額後の金額である。
　　　　（平成13年３月から10月までの特例）
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（9）職員手当の状況（平成13年４月１日現在）

国白　　　石　　　市区分

（支給割合）
　　　　 期末手当　勤勉手当
６月期　 1.45月分　 0.6 月分
12月期　 1.6 月分　 0.55月分
３月期　 0.55月分　 　―
　計　　 3.6 月分　 1.15月分
職制上の段階、職務の級等によ
る加算措置  　有

（支給割合）
　　　　 期末手当　勤勉手当
６月期　 1.45月分　 0.6 月分
12月期　 1.6 月分　 0.55月分
３月期　 0.55月分　 　 ―
　計　　 3.6 月分　 1.15月分
職制上の段階、職務の級等によ
る加算措置  　有

期
末
・
勤
勉
手
当

（支給率）
　　　　　  自己都合　 勧奨・定年
勤続20年　 21.0 月分　28.875月分
勤続25年　 33.75月分　44.55 月分
勤続35年　 47.5 月分　62.7  月分
最高限度額  60.0 月分　62.7  月分
●その他の加算措置：定年前早期退
職特例措置（２％～20％加算）
●退職時特別昇給
　１号俸
　1人当たり平均支給額　―

（支給率）
　　　　　  自己都合　 勧奨・定年
勤続20年　 21.0 月分　28.875月分
勤続25年　 33.75月分　44.55 月分
勤続35年　 47.5 月分　62.7  月分
最高限度額  60.0 月分　62.7  月分
●その他の加算措置：定年前早期退
職特例措置（２％～20％加算）
●退職時特別昇給
　勤続20年以上１号俸
　1人当たり平均支給額18,548千円

退
職
手
当

（注）１．退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均
額である。

        ２．国における１人当たり平均支給額は公表されていない。

全　　職　　種区　　　分

特
殊
勤
務
手
当
（
平
成　

年
度
）
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１２．５％職員全体に占める手
当支給職員の割合

３０，１８４円支給対象職員１人当
たり平均支給年額

８種類手当の種類（手当数）

○保健指導業務従事職員の特
殊勤務手当
○社会福祉業務従事職員の同
○特別勤務職員の同
○市税事務従事職員の同

支給額の
多い手当

代表的な
手当の名称

○市税事務従事職員の特殊勤
務手当
○社会福祉業務従事職員の同
○保健指導業務従事職員の同

多くの職
員に支給
されてい
る手当

８５，２６８千円支給総額
　

年
度

12時
間
外
勤
務
手
当

２５８千円職員１人当たり支給年額

９４，１７６千円支給総額
　

年
度

11

２７９千円職員１人当たり支給年額

国の制度との
異同内　　　　容区分

同じ

１．配偶者16,000円
２．配偶者以外の扶養親族
　ア．２人までそれぞれ6,000円
職員に扶養親族でない配偶者がある
場合には、そのうち１人について扶養
手当6,500円、職員に配偶者がない場
合は、そのうち１人について11,000円

　イ．３人目から１人につき3,000円
※扶養親族である子のうち、満15歳に達
する日後の最初の４月１日から満22歳
に達する日以後の最初の３月31日まで
の間にある子　１人につき5,000円加算

扶養
手当

同じ

１．借家・借間に居住している職員
　ア．月額23,000円以下の家賃を支払っ

ている職員　家賃－12,000円
　イ．月額23,000円を超える家賃を支

払っている職員
　　　　　　　　 家賃－23,000円
　　　11,000円＋　　　　　　　  で
　　　　　　　　　　　 ２ 
　　　27,000円を限度
２．自宅に居住している職員1,000円
新築または購入した住宅にあっては、
新築または購入の日から起算して５
年を経過するまでの間は2,500円

住居
手当

一部異なる

２のイについ
て、使用距離
（片道２�以
上）により
2,000円～

20,900円

１．交通機関等の利用者
　  １カ月に要する運賃等の相当額
　  ただし、その額が45,000円を超えると
きは

　　　　　　　 45,000円を超える額
　　45,000円＋　　　　　　　　　  で
　　　　　　　　　　　２
　　50,000円を限度
２．自動車等の使用者
　ア．自転車等使用者
　　使用距離（片道２㎞以上）により
　　2,000円～20,900円
　イ．普通自動車等使用者
　　使用距離（片道２㎞以上）により
　　2,000円～24,500円

通勤
手当

（ ）

東京都千代田区仙台市支給対象地域

調整手当

（平成13年
4月1日現在）

12％３％支給率

１人１人支給対象職員数

12％３％国の制度（支給率）

７８，４０８円
支給対象職員１人
当たり平均支給年額
（平成12年度決算）

（10）部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）

主な増減理由対前年
増減数

職　員　数

平成12年平成13年

出向職員の退職不
補充△18887議会

総務

一
般
行
政
部
門

介護保険担当の部
門異動による減△12625税務

介護保険担当の部
門異動による減△9115106福祉

03737経済

職員の異動不補充△22321土木

△13289276小計

学校給食センター
調理員の欠員補充18283教育

特
別
行
政
部
門 18283小計

△12371359普通会計計

01515水道公
営
企
業
等
会
計
部
門

099下水道

介護保険担当の部
門異動による増101020その他

103444小計

△2405403合計

（注）職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職
員などを含み、臨時または非常勤職員を除いている。

（11）定員適正化計画の数値目標及び概要

　増大する民生福祉部門の事務事業や国体開催のための

増員は、定員モデルや類似団体の職員数を参考に、職種

別・部門別内で再編成して抑制します。目標としては、全

部門を通して現在の職員定数410人を増やすことのない

ようにします。

　また、定員適正化目標を達成するため、全部門を通じて

これまでも取り組んできた事務事業の見直しや、類似事

業の統廃合または民間委託などにより、積極的に簡素合

理化を進め、定員管理の適正化に努めます。

●問い合わせ　　総務課人事係　�２２－１３３１

（ ）


